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第１回厚生科学審議会化学物質制度改正検討部会 
議事次第 

 
 
                     日 時：平成 20 年１月 15 日（火）  10:00～11:48 
                     場 所：厚生労働省共用第８会議室  

 
 
１．開 会  

 
２．議 事  
  〈１〉部会長選出等について  
  （２）化学物質審査規制制度の現状と課題について  
  （３）専門委員会の設置について  
  （４）検討スケジュールについて  
  （５）その他  

 
３．閉 会  
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○山本室長 それでは、ちょっと定刻を過ぎてしまいましたが、土屋先生は席を外されています

が、じきに来られると思いますので、これから第１回の「厚生科学審議会化学物質制度改正検討

部会」を開催いたします。  

 委員の皆様方には、御多忙の中、御出席をいただきましてありがとうございました。  

 私は、化学物質安全対策室長の山本でございます。本日は部会長が選任されるまでの間、この

会議の進行役を務めさせていただきますので、よろしくお願いいたします。  

 会に先立ちまして、本日は委員総員 15 名のうち９名の方の御出席をいただいておりますので、

厚生科学審議会令の規定によりましてこの会議が成立しておりますことを御報告申し上げます。 

 開会に当たりまして、黒川審議官からごあいさつを申し上げます。  

○黒川審議官 皆様、おはようございます。大臣官房審議官医薬品を担当しております黒川と申

します。  

 化学物質制度改正検討部会の委員の皆様におかれましては、常日ごろから化学物質の安全対策

に関しまして御指導、お力添えをいただいております。この場を借りまして、厚くお礼を申し上

げます。  

 また、今日はお忙しい中、第１回会合に朝早くからお出ましをいただきまして、本当にありが

とうございます。  

 御案内のとおり、化学物質管理、この取組みに関しましては、2002 年に開催された「持続可

能な開発に関する世界首脳会議」、ここにおいて、2020 年までに化学物質の人の健康と環境への

悪影響を最小化する。こういう目標が合意されているところでございます。  

このような中、国際的には化学物質に関する条約、例えばＰＩＣの条約とかＰＯＰｓの条約に

なるわけでございますけれども、これらが発行いたしまして、また「化学品の分類および表示に

関する世界調和システム」の導入が進められてきております。  

また、最近においては、欧州でございますけれども、新しい化学物質規制、ＲＥＡＣＨと呼ば

れるシステムでございますけれども、これが成立いたしまして、既に実施の段階に今、入ってき

ている。こういう動きでございまして、各国、地域のレベルでもさまざまな政策が展開されてい

る、実施されている。こういう状況かと思います。  

目を国内に移しますと、いわゆるＰＲＴＲ制度の実施や平成 15 年の化審法の改正など着実な

進展が見られているとおりですが、化学物質管理の中心的役割を果たしておりますこの化審法に

ついて、平成 21 年４月以降に施行の状況を勘案し必要な措置を講じるもの、こう規定されてい

るところでございます。  

先生方におかれましては、このような国内外の状況を踏まえていただきつつ、よりよい化学物

質規制を構築するため、忌憚のない御意見、御議論を賜りますようよろしくお願いいたします。 

大変簡単でございますけれども、これをもちまして私のご挨拶とさせていただきます。今日は

本当にありがとうございます。  

○山本室長 ありがとうございました。今日は第１回の部会でございますので、本日御出席の委

員の方を 50 音順で御紹介を申し上げます。  
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 有田委員。  

 井口委員。  

 井上委員。  

 吉川委員。  

 土屋委員。  

 西島委員。  

 宮田委員。  

 望月委員。  

 渡邊委員。  

 本日、御欠席ですが、篠原委員に代わりまして、本日は社団法人日本化学工業協会の豊田常務

理事に御出席をいただいております。  

 今回は第１回でございますので、この会議の方を担当しております事務局についても御紹介を

申し上げます。  

 先ほどごあいさつ申し上げました黒川審議官でございます。  

 私は、化学物質安全対策室の山本でございます。よろしくお願いいたします。  

 化学物質安全対策室の山本専門官。  

 以上でございます。  

 会議に入ります前に、本日配布されました資料の御確認をお願いいたします。  

○事務局 それでは、資料の確認させていただきます。  

 議事次第に続きまして、まず資料１は委員名簿。  

資料２「厚生科学審議会化学物質制度改正検討部会運営細則（案）」。  

資料３「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律の現状について」。  

資料４「化学物質管理に関する最近の国際的動向について」。  

資料５「化学物質審査規制のあり方に関しての今後の検討課題（案）」。  

資料６「化学物質審査規制制度の見直しに関する専門委員会の設置について（案）」。  

資料７「検討スケジュール（案）」。  

参考資料１「厚生科学審議会の構成について」。  

参考資料２「厚生労働省設置法（平成十一年七月十六日法律第九十七号）（抄）」。  

参考資料３「厚生科学審議会化学物質制度改正検討部会の設置について」。  

参考資料４「第三次環境基本計画（抜粋）」。  

参考資料５「産業構造審議会化学・バイオ部会化学物質政策基本問題小委員会中間取りまとめ」

となってございます。  

資料、不足ございませんでしょうか。  

○山本室長 よろしいでしょうか。それでは、早速議事に入らせていただきます。  

 最初の議事は「（１）部会長選任等について」でございますけれども、この部会長を選任して

いただく前に、本部会の趣旨につきまして、事務局から簡単に御説明を申し上げます。  
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○事務局 それでは、御説明させていただきます。  

 参考資料１をごらんください。参考資料１は「厚生科学審議会の構成について」でございまし

て、厚生科学審議会はここにお示ししたような構成になっております。  

 一番下に、先日開催されました去年 12 月 26 日、昨年の終わりに開催されました厚生科学審

議会において設置が了承されました化学物質制度改正検討部会がつけ加えられております。  

 参考資料２をごらんください。１ページ目、これは厚生労働省設置法でございますけれども、

その第８条におきまして「厚生科学審議会は、次に掲げる事務をつかさどる」とされておりまし

て、その２項におきまして、前号ロ、すなわち公衆衛生に関する重要事項に関し、厚生労働大臣

または関係行政機関に意見を述べることと、そのように定められております。  

 ３ページをごらんください。第６条におきまして「審議会及び分科会は、その定めるところに

より、部会を置くことができる」と規定されておりまして、その第３項におきまして「部会に部

会長を置き、当該部会に属する委員の互選により選任する」と規定されているところでございま

す。  

 ４ページをごらんください。運営規程の第２条におきまして、厚生科学審議会長は、必要があ

ると認めるときは、審議会に諮って部会を設置することができると定められておりまして、今、

申し上げましたとおり、昨年末に開催されました厚生科学審議会において、当部会の設置が了承

されているところでございます。  

 参考資料３をごらんください。参考資料３は、その厚生科学審議会において審議された化学物

質制度改正検討部会の設置についての書類でございます。  

 まず「１．設置目的」の２つ目の○をごらんください。先ほど、審議官の方から申し上げまし

たとおり、平成 15 年の化審法改正の際「施行後５年を経過した場合において、新法の施行の状

況を勘案し、必要があると認められるときは、新法の規定について検討を加え、その結果に基づ

いて必要な措置を講ずるもの」とされているところでございます。  

 ３つ目の○でございますが、そのような状況を踏まえまして、また化学物質管理を取り巻く国

際的な環境の変化を踏まえまして、保健衛生上の観点から、化学物質の審査・規制に係る制度改

正の必要性等について検討を行うことを当部会の目的とさせていただいているところでござい

ます。  

 「２．検討課題」につきましては、後ほどまた御説明いたしますが、ここに記載させていただ

いたような内容につきまして検討するものとされているところでございます。  

 簡単ですけれども、以上でございます。  

○山本室長 以上、この部会の設置趣旨について御説明いたしましたけれども、よろしゅうござ

いますでしょうか。  

それでは、まず最初に部会長の選任に移ります。先ほど御説明しましたように、規則によりま

すと、部会長は委員の互選で選任していただくということになっておりますけれども、いかがで

ございましょうか。  

井上委員、どうぞ。  
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○井上委員 お話がありましたので、喜んで推薦人をお引き受けした次第ですけれども、まず化

学物質の側からと生体の側からの両方の高い見識をお持ちの渡邊昌先生を、御推薦申し上げたい

と思います。  

○山本室長 ありがとうございます。ただいまの井上委員から渡邊委員を部会長にというお話が

ありましたけれども、いかがでございましょうか。  

（「異議なし」と声あり）  

○山本室長 それでは、恐縮ですけれども、渡邊委員に部会長をお引き受けいただきたいと思い

ますので、よろしくお願いをいたします。  

 では、渡邊先生、恐縮ですがこちらの方に御移動いただけますでしょうか。  

（渡邊委員、部会長席へ移動）  

○渡邊部会長 ただいま井上委員から御推薦いただきまして、１年間部会長をお引き受けしたい

と思います。  

私は、もともと専門は病理学出身なのですが、その後疫学を 10 年やりまして、その後また栄

養学を 10 年やりまして、今回、厚生科学審議会の方でこの委員会を立ち上げるというときに、

私はＰＣＢとかダイオキシンと糖尿病の関係とかその健康影響を研究していたものですから、会

長の久道先生に頼まれてお引き受けした次第であります。  

 何をやるべきかとお話を聞いてみますと、日本でもいろんな省庁に分かれて化学物質は管理し

ておりますし、国際的にもハーモナイゼーションでいろいろこれから大変なことだと思いますの

で、御協力を得てよろしくお願いしたいと思います。  

 とりあえず、規程で部会長代理が必要ということであります。望月先生にできましたら是非お

願いしたいのでありますが、お願いできますでしょうか。  

○望月委員 はい。かしこまりました。  

○渡邊部会長 では、当部会の運営細則を定める必要があるということでございますので、まず

運営細則の案について、事務局の方から御説明願いたいと思います。  

○事務局 御説明させていただきます。資料２をごらんください。  

 資料２「厚生科学審議会化学物質制度改正検討部会運営細則（案）」でございます。内容をか

いつまんで説明させていただきたいと思います。  

 まず第１条におきまして、当部会に、その定めるところにより委員会を置くとさせていただい

ております。その委員会の構成につきましては、部会長が指名する者により構成するとさせてい

ただいております。  

第４条「委員会は、委員長が招集する」とさせていただいております。  

第５条でございますが、委員会の会議は公開とする。ただし、公開することにより、個人情報

の保護に支障を及ぼすおそれがある場合などにつきましては、会議を非公開とすることができる

とさせていただいております。  

第６条「議事録」でございますが、議事録につきましてはそこに掲げてあるような項目につい

てとりまとめ、公開とすることを原則とさせていただきたいと考えております。  
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第９条、最後でございますけれども「この細則に定めるもののほか、部会又は委員会の運営に

必要な事項は、部会長または委員長が定める」ということにさせていただいております。  

以上でございます。  

○渡邊部会長 どうもありがとうございました。  

 ただいまの御説明につきまして、御質問、御意見ございますでしょうか。  

 では、後ほど議事の「（３）専門委員会の設置について」で、具体的に設置される専門委員会

の事柄について御説明いただけると思いますが、全体として部会の運営規則としては、資料２の

とおりにしてはどうかということであります。御了承いただいたものとして先に進ませていただ

きたいと思います。  

 それでは、部会の運営規則につきましては、案のとおり決めさせていただきましたので、本日

の会議の公開の是非についてお諮りしたいと思います。  

 ただいま確定しました運営細則第５条には「委員会（第七条に規定するものを除く。以下次条

において同じ。）の会議は公開とする。ただし、公開することにより、個人情報の保護に支障を

及ぼすおそれがある場合又は知的財産権その他個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害され

るおそれがある場合には、委員長は、会議を非公開とすることができる」と規定されております。  

 本日の部会は、第５条に相当するただし書きには該当しないと思いますので、公開にしたいと

思いますが、よろしいでしょうか。  

（「異議なし」と声あり）  

○渡邊部会長 では、公開で進めさせていただきたいと思います。本日の議事録は、後日また公

開されますので、この点につきましてもあらかじめ御承知置き願いたいと思います。  

豊田先生は、本日参考人という形で御出席いただいていますが、先生の分野の話も多いと思い

ますので、積極的に討議に参加していただければと思います。  

 続きまして、議事の「（２）化学物質審査規制制度の現状と課題について」、事務局から御説明

をお願いします。  

○事務局 それでは、説明させていただきます。資料３、資料４及び資料５に沿って説明させて

いただきたいと思います。  

 まず資料３をごらんください。通称、化審法と呼んでおりますけれども「化学物質の審査及び

製造等の規制に関する法律の現状について」を説明させていただきたいと思います。  

 まず「１．化審法について」の「（１）目的」につきましては、難分解性の性状を有し、かつ、

人の健康を損なうおそれまたは動植物の生息もしくは生育に支障を及ぼすおそれがある化学物

質による環境汚染を防止するため、新規の化学物質が製造・輸入される前に、その物質の性状等

について審査する制度を設けるとともに、その有する性状等に応じ、化学物質の製造、輸入、使

用等について必要な規制を行うことを目的とする。そのように規定されているところでございま

す。  

 「（２）制定及び主な改正経緯」でございますけれども、まず昭和 48 年に制定されたときでご

ざいますが、ＰＣＢの問題がありましたので、その問題を契機に制定されたというものでござい
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ます。新規化学物質の審査制度を設けるとともに、ＰＣＢ類似の化学物質、すなわち難分解性の

性状を有し、生物の体内に蓄積しやすくかつ人の健康を損なうおそれがある物質を特定化学物質、

これは現在の第一種特定化学物質と呼ばれているものでございますが、そのような物質として規

制をするということを目的として制定されたというのが始まりでございます。  

 その後、昭和 61 年の改正におきましては、難分解性及び長期毒性を有するにもかかわらず、

蓄積性を有さないという物質についても、環境中での残留の状況によっては規制の必要性が生じ

たということから、指定化学物質、これも現在では第二種監視化学物質と呼ばれておりますが、

このような指定化学物質あるいは第二種特定化学物質の制度を導入して規制を始めたという改

正でございます。  

 平成 15 年の改正におきましては、それまでは主に人健康への影響に着目した規制であったわ

けでございますけれども、国際的な流れも踏まえまして、動植物への影響に着目した審査・規制

制度、あるいは環境中への放出可能性を考慮した審査制度を導入したというものが、平成 15 年

の改正になっております。  

 ８ページを一度ごらんいただければと思います。こちらに参考といたしまして「化学物質の管

理に係る関係法令」がすべてではございませんけれども、いろいろな法令の位置関係をお示しし

た図を付けておきました。  

 縦軸に関しましては、人健康と環境への影響という軸にさせていただいておりまして、人健康

につきましては更に急性毒性と長期毒性と２つに割り振ってございます。  

 横軸につきましては、労働環境、消費者、環境経由、排出、廃棄ということで、それぞれの法

律がどのような観点から規制を行っているかというものを示させていただいております。  

 化学物質審査規制法につきましては、斜めの線でお示ししておりますけれども、ごらんになっ

ていただきましておわかりになりますとおり、対象といたしまして、人健康あるいは環境。人健

康につきましては長期毒性を対象にしておりまして、また観点といたしましては、環境経由での

人あるいは環境への影響を見ているというような位置づけになっている法律でございます。  

 この法律の化審法の概要でございますけれども、６ページ目をごらんください。  

こちらに現状の化審法の規正の枠組みを流れ図でお示ししております。色が付いている部分に

つきましては、前回改正で導入された部分となっております。  

 まず、化学物質の審査を行っていく上で、大きく既存化学物質と新規化学物質とに分けられて

おります。既存化学物質につきましては、法律の制定当時に既に製造あるいは輸入されていた物

質でございまして、約２万種類ほどございます。  

一方、新規化学物質につきましては、化審法が成立した後に、新たに製造あるいは輸入されて

きているものが新規化学物質としてとらえられてきております。  

新規化学物質の審査でございますが、まず、日本国内における年間の製造輸入総量が１トン以

下のものにつきましては、事前の確認を受ければその確認を受けた範囲内で製造あるいは輸入が

できるということでして、原則として事前の安全性情報であるとかそういう情報の提出は免除さ

れているというものでございますが、これは環境への放出性、放出の多さという観点から、少な
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いものについてこのような特例を設けているという状況でございます。  

一方、日本国内における年間製造輸入総量が１トンを超えるものにつきましては、その下のフ

ロー図に流れていくわけでございますけれども、年間総量が国内 10 トンを超えないものにつき

ましては、難分解性であるけれども、高蓄積性ではないという事前の届出をしていただいて、そ

れが認められれば、事前の確認を受けた範囲内でまた製造・輸入ができるというような特例が設

けられております。これは一般に低生産量化学物質と呼ばれております。  

したがいまして、先ほども申し上げましたけれども、１トン以下のものにつきましては、少量

新規化学物質というふうな呼び方を通常いたしております。  

日本国内における総量が 10 トンを超えるものにつきましては、人への長期毒性の疑いを判断

し、あるいは動植物への毒性を判断するためのいわゆるスクリーニング毒性試験という試験結果

を提出していただくということが原則となっております。  

その試験結果に基づきまして、例えば難分解性であるが高蓄積性がなく、人への長期毒性の疑

いがあると判断されたものにつきましては、第二種監視化学物質。同じように、難分解性ではあ

るが、高蓄積性がない。しかしながら、動植物への毒性があると判断されたものは、第三種監視

化学物質として指定され、製造・輸入実績数量等の届出の義務が課せられるというようなことに

なっております。  

その後、環境における残留の濃度の程度などを見ながら、必要に応じまして事業者に対し有害

性調査指示などを行うことができると規定されておりまして、そのような有害性調査指示や諸外

国で得られた情報などを基に、最終的に人への長期毒性がある、あるいは生活環境動植物への毒

性がある、被害のおそれが認められると判断され、また環境中への残留に関して被害のおそれが

あると認められたものにつきましては、第二種特定化学物質として指定され、より厳しい監視の

下に置かれるということになります。  

今、申し上げましたのは新規化学物質の流れでございまして、基本的には事業者が必要なデー

タを届け出て、そのデータに基づいて審査を行っていくというものでございますが、既存化学物

質の方につきましても、基本的には同じような流れで審査しておるのですけれども、基本的には

国が情報を集めていく、あるいは今、新しく官民の連携で情報を集めていくというものがなされ

ておりますけれども、長い間は国が基本的に安全性点検を行ってきたというところでございます。 

１点、既存化学物質と新規化学物質で異なりますのは、新規化学物質の場合、難分解性で高蓄

積性があるとされたものにつきましては、直接、第一種特定化学物質への該当性を見るのに対し

まして、既存化学物質につきましては、既に製造されていて化審法の成立後もそのまま製造して

もよいとされていたこともございますので、高蓄積性があるとされたものにつきましては、別途、

第一種監視化学物質として製造輸入数量等の届出などの対象物質とするというような規定とさ

れております。  

この第一種監視化学物質につきましては、必要に応じて有害性調査指示を行い、人への長期毒

性、あるいは高次捕食動物への毒性がありと判断されましたら、第一種特定化学物質として指定

され、事実上、その製造・輸入が禁止されてしまうという一番厳しい規制が課される物質として
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指定されることになります。  

隣の７ページにおきましては「○化学物質の性状に応じた規制措置」ということで、縦軸に第

一種特定化学物質、第二種特定化学物質、あと３種類の監視化学物質を並べてございますが、そ

れぞれの物質の化学物質の性状や広範地域における環境汚染のありなし、あるいはそれぞれの物

質に対する規制内容などを表にとりまとめておりますので、参考いただければと思います。  

戻りまして３ページ、真ん中の辺りに、新規化学物質ということで数字を 2002 年度から並べ

てございますが、こちらは新規化学物質として届出が出されたもののうち、これは低生産量化学

物質であるとか少量新規化学物質は除いておりますけれども、そのほかでどれぐらい物質が毎年

度届け出され、そして判定されているかという件数をお示ししたものでございます。  

おおむね 300 物質前後の物質が毎年届け出されておりますけれども、このうち半数程度は、い

わゆる高分子ポリマーと呼ばれるものとなっておりまして、こちらはまた届出の一定の緩和措置

がされておりますので、実質はこのうちの半分ぐらいが、その上に示しておりますような試験項

目のデータを提出していただいていると解釈していただければと思います。  

「３．審査の特例」にも表が示しておりますが、これは先ほど申し上げました１トン以下、あ

るいは 10 トン以下という製造量の枠組みがある中でどれぐらいの物質が申請されてきているの

かというのをお示しさせていただいた図でございまして、低生産量、すなわち 10 トン以下とい

う物質につきましては、おおむね 200 物質前後、毎年届出されておりまして、また１トン以下と

いう物質につきましては、近年では約２万物質ぐらい届出されており、2002 年度から比べます

と増加傾向にあるということが言えるかと思います。  

４ページ、今、申し上げましたのは新規化学物質でございますが、既存化学物質の点検につき

ましては、先ほど少し申し上げましたけれども、まず「（１）国による安全性情報収集」でござ

いますが、既存化学物質につきましては化審法制定時の国会附帯決議を踏まえまして、国が安全

性の点検を実施し、特定化学物質あるいは監視化学物質などのいずれに該当するかを判定してき

ているところでございます。  

平成 18 年度末に国が実施した試験数につきましては、分解性、蓄積性に関する知見につきま

しては約 1,500、人への健康影響に関しましては約 300、生体影響に関する試験につきましては

485 物質ということになっております。  

一方（２）でございますけれども、通称Ｊａｐａｎチャレンジプログラムと呼ばれている、官

民連携による化学物質安全性点検プログラムというものも進められてきております。  

こちらは平成 15 年の化審法改正保安審議の附帯決議におきまして、既存化学物質の安全性点

検につきましては官民連携による計画的推進を図ることと、そういうふうにされたことを踏まえ

まして、平成 17 年６月から開始しているものでございます。  

内容でございますが、我が国における製造・輸入量が 1,000 トン以上の物質、これは約 660

物質ほどある年度にあったわけでございますけれども、このうち国際的な取組みにより情報収集

の予定がなかった約 160 物質につきまして、安全性を点検するスポンサーを民間企業から募ると

いうものでございます。  
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そして、そのスポンサーになっていただいた企業からは、ＯＥＣＤにおいても高生産量の化学

物質について情報を集めるという制度がございますけれども、それと同じようなものを提出いた

だきまして、それを受け取った国がわかりやすい形で国民に対して発信をしていくというような

流れになっております。  

平成 19 年末現在におきまして、約半数ぐらいの物質についてスポンサーが登録されている状

況でございまして、本年中に中間評価を実施する。そのような計画にさせていただいております。 

５ページには、このプログラムの全体のイメージを示させていただいております。対象として

おりますのは、国内製造・輸入量 1,000 トン以上の物質でございますので、先ほど申し上げまし

たとおり、約 660 物質ほどございます。このうち情報収集予定が国外においてないものについて、

官民の連携により収集を進めているというものでございます。  

しかしながら、最終的には、国外で情報が収集されているようなものにつきましても、日本国

内でも高生産量で生産されているということでございますから、そういった物質につきましては、

すべて化学物質の安全性情報について発信していこうというような取組みになっております。  

以上が化審法に関する法律の現状につきましてでございます。  

資料４「化学物質管理に関する最近の国際的動向について」を説明させていただきたいと思い

ます。  

まず「１．国際的な大きな動向」でございますけれども、先ほど審議官から申し上げましたと

おり、まず（１）でございますが、2002 年９月に開催されましたヨハネスブルグサミットにお

きまして、2020 年までに化学物質の製造と使用による人の健康と環境への影響を最小化すると

いう大目標に政府間で合意をしているという状況でございます。  

このような流れを踏まえまして（２）でございますが、ＳＡＩＣＭと呼ばれておりますけれど

も、国際化学物質管理戦略というものが 2006 年に採択されております。このＳＡＩＣＭはハイ

レベル宣言、包括的方針戦略、そしてそれらに関するガイダンス文書としての世界行動計画、そ

ういった３つのものから構成されているというものでございます。  

このような大きな国際的な流れの中で「（３）化学品の分類および表示に関する世界調和シス

テム（GHS: Globally Harmonized System of Classification and Labelling of Chemicals）」と

いうものが推進されてきておりまして、こちらはどのようなものかを簡単に申し上げますと、世

界的に統一された方法により、化学物質の危険有害性に関する分類・表示を行うというものでし

て、これによって正確な情報伝達を実現することを目的としているものでございます。  

すなわち、一定の危険性を持つ物質について、わかりやすい表示、わかりやすい情報伝達を世

界的に統一したルールで進めていこうというものでございます。  

日本国内におきましても、この取組みを進めていくという観点から、ＧＨＳに基づくＭＳＤＳ

や表示を作成する際に事業者が参考とできるよう、関係省庁の連携事業として関係法令における

ＭＳＤＳ交付対象物質となっているようなものにつきまして、約 1,500 物質について行ったんで

すけれども、危険有害性分類事業を実施し、そしてその結果を公表しているという状況でござい

ます。  
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また、条約に関しましては「（４）残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約」、ＰＯＰ

ｓ条約と通称呼ばれておりますが、これは環境中で難分解性であり生物蓄積性があり、また長距

離移動性が確認され、更には人健康または環境への悪影響を有するような化学物質につきまして

は、国際的にその削減に向けて取り組んでいく必要性があるだろうということで締結された条約

でございまして、当然、我が国も締結している状況でございます。  

現在の大きな動きといたしましては、２ページ目の上から３つ目のポツに１行示させていただ

きましたけれども、11 物質につきまして新たに追加すべきかどうかということについて、現在、

検討が進められているという状況でございます。  

また、ロッテルダム条約、ＰＩＣ条約などと呼ばれたりいたしますけれども、ロッテルダム条

約に関しましては、指定された有害性物質について輸出などをするときには、事前に相手国に対

して通報するという条約でございますが、こちらについても締結され効力が発効しているという

状況になってございます。  

「２．諸外国の化学物質審査・規制制度の状況」について簡単に説明させていただきたいと思

います。  

まず１つ目が「（１）欧州の新しい化学物質管理制度」でございます。ここは少し間違いがご

ざいましたので訂正させていただきたいと思います。  

「ア．経緯」でございますけれども「昨年 12 月に成立」と最初のポツにありますが、これは

年が明けましたので「一昨年 12 月」に修正していただきますようお願いいたします。また、２

つ目のポツにつきましては、昨年６月から段階的に施行されているというところになっておりま

す。  

この新しく成立いたしましたＲＥＡＣＨと呼ばれている新しい化学物質管理制度でございま

すが、イにその特徴を簡単に示させていただいております。  

まず、１つ目でございますが、既存化学物質と新規化学物質の扱いを、ほぼ同等に変更すると

いうものがございます。先ほど説明させていただきましたとおり、日本においては少し違う取扱

いをしているところでございますが、ＲＥＡＣＨが完全に適用されたときには、既存化学物質、

新規化学物質で扱いの差をなくす。すなわち、既存化学物質についても必要な情報がなければ販

売、製造などができなくなるというようなことになるとされております。  

２つ目につきましては、政府が実施していたリスク評価を事業者の義務に変更するということ。 

３つ目につきましては、サプライチェーンを通じた化学物質の安全性や取扱いに関する情報の

共有を双方向で強化していくというもの。  

最後は、成形品に含まれる化学物質の有無、用途についても、情報把握を要求する。すべてで

はありませんけれども、有害な化学物質につきましては、一定以上成形品に含まれている場合に

は情報共有を進めていくというものでございます。  

「ウ．ＲＥＡＣＨにおける安全性情報の扱い」でございますが、１事業者当たり年間１トン以

上製造・輸入される化学物質については、新しく設置された欧州化学品庁への登録が必要とされ

ておりまして、その際に必要な安全性情報が製造・輸入量に応じて段階的に増加するということ
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にされております。  

３ページの表にその内容を簡単にお示ししてございます。10 トン未満のもの、10～100 トン

のもの、100～1,000 トン未満のものというふうに、製造輸入量が増えるにしたがいまして、求

められている毒性試験の結果なども段階的に増えていくというふうな制度になっております。  

「（２）米国における化学物質規制（ＴＳＣＡ）」について簡単に説明させていただきたいと思

います。  

その概要でございますが、３つ目のポツにございますとおり、ＴＳＣＡにおける化学物質管理

の体系は大きく、ＴＳＣＡインベントリーというものに収載されていない物質、これが新規化学

物質として取り扱われますけれども、新規化学物質とＴＳＣＡインベントリーに収載されている

化学物質、既存化学物質に分けられております。  

この新規化学物質、すなわちインベントリーに収載されていないものにつきましては、米国環

境保護庁に対して届出を行う。そして最終的にはＴＳＣＡインベントリーに追加されていくとい

うような枠組みになっております。  

この新規化学物質につきましては、製造前届出をすることが必要となっておりまして、持って

いるデータを提出することが必要となりますけれども、４ページの上段に示されているような場

合に該当する場合には、事業者負担を軽減する措置が講じられております。すなわち、試験販売

目的の化学物質、これは同じような規定が日本にもございますが、そのような場合。また、年間

１事業者当たり 10 トン未満の新規化学物質。これも似たような制度が日本にもございます。ま

た、低い環境排出及び低い人暴露を有する新規化学物質につきましても、事業者負担を軽減する

措置が講じられることとされております。  

次のポツですが、事業者から提出された試験データに加え、ＱＳＡＲと呼ばれておりますけれ

ども、構造活性相関や暴露モデル等を活用いたしまして、人への暴露及び環境排出に関するアセ

スメントを行い、その結果、以下に該当するような場合には、その製造、輸入または使用制限ま

たは規制を行うとされております。  

具体的には「人の健康や環境に過度のリスクをもたらす恐れがあるもの」「相当な量の環境へ

の排出もしくは人への暴露の恐れがあると判断したもの」そのような判断をされたものにつきま

しては、今、申し上げたような規制がなされるということにされております。  

「ウ．既存化学物質」でございますけれども、これはエをごらんいただければと思います。  

米国ＨＰＶチャレンジプログラムというものがございまして、これは先ほど申し上げましたＪ

ａｐａｎチャレンジプログラムのお手本になったプログラムでございます。こちらも高生産量の

化学物質に関しまして、安全性情報を収集するためのプログラムでございまして、米国におきま

しては 450 トン以上に化学物質、約 2,800 物質が当初対象とされまして、その後 500 物質が追

加されているという状況でございます。  

集める情報につきましては、こちらもＯＥＣＤで実施されている高生産量化学物質の有害性評

価に必要な項目について、情報収集するということにされておりまして、集められた情報につき

ましては、ホームページ上で公開をするということにされております。  
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また、最後のポツでございますが、2005 年 3 月には、米国化学業界の自主的な取組みといた

しまして、新たにＨＰＶ（High Production Volume）となった化学物質 574 につきましてデー

タ収集を行うということも公表されているという状況でございます。  

5 ページ「（３）カナダの新たな化学物質管理計画」について簡単に説明させていただきたい

と思います。  

カナダにおきましては、既存化学物質リストに掲載された約２万 3,000 物質について、分類優

先順位付けというような取組みがなされております。その結果、4,300 物質につきましては、更

なるアクションが必要というような結論が出されております。その中でも、300 物質が人健康影

響の観点から要注意という物質に指定されているところであります。  

更に 4,300 物質の中でございますけれども、500 物質が特に優先順位が高いと優先順位付けが

されているという状況でございます。  

既に何回か出てきましたけれども「（４）ＯＥＣＤ／ＨＰＶ（高生産量化学物質）安全性点検

プログラム」でございます。これは 1992 年から開始された国際的な枠組みでございまして、高

生産量化学物質は日本と同じように、加盟国の少なくとも１か国で年間 1,000 トン以上生産され

ている化学物質につきまして、有害性の初期評価を行うために必要と考えられるデータを加盟国

で分担して収集し、評価を行うというものでございます。  

当初は加盟国間における取組みでございましたけれども、1999 年からは化学物質製造事業者

等も積極的に参加をしていただいているという状況でございまして、現在ではこちらの方がむし

ろメインになっているという状況でございます。  

日本もこのプログラムにつきましては、一貫して協力してきているというところでございます。 

６ページ目、７ページ目には、先ほど申し上げました日本、米国あるいは現行のＥＵ指令にお

ける規制の枠組みの比較表を添付させていただいておりますので、適宜、御参考いただければと

思います。  

 資料５「化学物質審査規制のあり方に関しての今後の検討課題（案）」をまとめさせていただ

いております。  

 こちらは今まで申し上げたような日本国内における取組みや諸外国における取組み、動向など

を踏まえた上で、今後、日本国内における化学物質審査規制に関してどのような検討課題がある

のだろうかということを事務局の方で案としてとりまとめさせていただいたものでございます。 

 「１．サプライチェーンを通じた化学物質管理の重要性と課題」でございます。化審法におけ

る化学物質管理につきましては、現行では主にその製造事業者あるいは輸入事業者に重きを置い

た管理体制となっているところでございますけれども、今後、化学物質の適正管理を一層促進す

るためには、化学物質の製造・輸入段階のみならず、使用段階を含めたサプライチェーン全体で

対策を行うことが重要であると考えられます。  

 そのような取組みを進めていく上で、それでは化審法において、ではそれはどのように進める

べきなのだろうか。また、それを進めていく上においてどのような課題が存在するのであろうか

ということが１．でございます。  
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 「２．リスク評価の必要性と効率的実施方法」でございます。アメリカあるいはヨーロッパに

おきましては、リスク評価という考え方が導入されているところでございますが、このリスク評

価というものはハザード評価と暴露評価を基に、その化学物質のリスクを判定するというもので

ございまして、現行の化審法におきましては、どちらかといいますとハザード評価をメインに審

査し、評価してきているというところでございます。  

今後、化審法においてもこのような世界で行われているようなリスク評価を導入していくとい

うことを考えるのであれば、どのようにそれを行っていくべきであろうかということについて検

討していただきたいというのが、２．でございます。  

 これは２．とも関連いたしますけれども「３．新規化学物質審査制度等のハザード評価方法の

あり方」でございます。先ほどＲＥＡＣＨの説明をさせていただきました際に申し上げましたけ

れども、製造量に応じたハザード、すなわち毒性の情報の届け出る内容が異なるというような枠

組みになっている国、地域もございます。そのようなことを踏まえた上で、現行の化審法のハザ

ード評価法、有害性の評価方法というのは、現在、どのような問題点があって、そしてどのよう

な改善点があるのだろうかというのが３．でございます。  

 「４．既存化学物質の管理」でございます。新規化学物質については、事業者からの申し出に

基づいて行ってきているというところでございますが、既存化学物質管理につきましては、この

２万物質について行っていかなくてはいけないという中で、そのすべてがまだ終わっていないと

いう状況にございます。  

国際的に申し上げますと、2020 年のゴールを目指しまして、カナダ、アメリカあるいはヨー

ロッパという国や地域におきまして、この既存化学物質、従来事前の申請なく製造できていた化

学物質につきましても、それを適切に管理していこうという取組みが進められてきているという

状況でございます。  

 日本国内におきましても、このような国際的な取組みとも調和しつつ、既存化学物質等を適切

に管理するためにどうしていけばいいのだろうかという観点が４．でございます。  

 「５．その他」は、円滑な運用のために改善すべき点等について議論していただければと思い

ます。  

 ３ページ目をごらんください。これは今まで説明させていただきましたものを概念的に理解し

ていただくために用意させていただきました簡単なポンチ絵でございます。  

 真ん中に左から右に流れる図がございますけれども、これは簡素化しておりますけれども、化

学物質のいわゆるライフサイクルと呼ばれる流れに対応して書かせていただいたものでござい

まして、化学物質の製造・輸入、加工、消費、廃棄という流れを示させていただいております。

勿論、リサイクルされていくというものもございますけれども、大きな流れとして示させていた

だいております。  

 この流れの中において、環境、すなわち水・大気・土壌といったものに対して放出されていく

可能性がある。そのように考えられます。  

 当初、まず、例えば工場の周辺であるとかそういった局所的に化学物質が暴露されていくこと
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になりますけれども、更に時間が経てば、それが更に広域の領域において暴露されていくという

状況になり、こういった暴露評価をどのように行っていくのか、このような環境を通じて人やも

しくは生態に影響を及ぼすかどうかということが化審法のポイントになりますので、このような

暴露評価をどのように進めていくべきであろうかということ。  

 一方で、ハザード評価、すなわち毒性の評価でございますけれども、これにつきましては上の

ハザード評価の点々の括弧の中に示しておりますが、新規あるいは既存の化学物質につきまして、

事業者あるいは国からの情報が集められているという状況でございます。  

 こういった情報に関しまして、このライフサイクル、サプライチェーンの中で化学物質の適正

管理を進めていくためには、こういった情報を製造・輸入事業者あるいは国だけではなくて、化

学物質に関係する方々に適切に情報提供していく必要性があるだろうと考えられるところでご

ざいます。  

 このように得られたハザード評価や暴露評価、この両方を見比べながら行うのがリスク評価と

いうことでございまして、例えばハザードがなければリスクはゼロですし、あるいは暴露量がな

ければゼロである。必ずしもゼロというものはほとんどありませんので、このハザードの内容、

暴露の内容を見ながらその化学物質が人に対して、もしくは生体に対して影響を及ぼすかどうか

という判断をリスク評価として行っていくということを導入するべきなのかどうなのか。してい

くとすれば、どのように行っていくべきなのかという観点があろうかと思います。  

 ２ページ目には「（参考）政府における化学物質審査・管理制度に関する最近の主要な検討状

況」ということで「１．第３次環境基本計画（平成 18 年４月７日閣議決定）」。２ポツ目におき

ましては、経済産業省でとりまとめられた内容をお示ししてございますので、こちらも御参考い

ただければと思います。  

 駆け足でございましたが、事務局からの説明は以上でございます。  

○渡邊部会長 どうもありがとうございました。膨大な背景と何をやらないといけないかという

ことが、非常によくまとまった資料で御説明いただけたと思います。  

 当部会に求められているのは、化学物質の審査規制制度における課題にどのように対応したら

いいか。それの報告書をまとめて、厚生労働大臣に意見を述べるというところまでが１年間の作

業になります。  

 特に厚生省サイドとしては、人への健康影響というのは当然主眼に入ってくる話になりますが、

化学物質が何か健康被害を起こすというのは、大抵 10 年スパンです。戦後農薬として広く用い

られたＤＤＴが生殖毒性があるというのがわかったのが 1960 年代、それからＤＤＴ、ＰＣＢの

規制などが 1970 年代に入って行われたわけであります。今、毎年毎年いろんなものがいっぱい

つくられてくるわけですが、それをどう判断して将来のハザードを防ぐかというのが非常に大き

な目標になると思います。しかもそれの枠づくりです。いかにシステムとして早く発見して規制

に持っていけるかということになると思いますので、よろしくお願いします。  

 今、突然、膨大な資料が出てきますと、なかなか消化しにくいかと思いますが、今の御説明で

何かわからなかったところの御質問、御意見ございますでしょうか。  
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 望月先生、どうぞ。  

○望月委員 資料５の最後の概念図に関連するんですけれども、先ほど資料３の一番最後でＪａ

ｐａｎチャレンジプログラムで、国がわかりやすい形で国民に対して発信というのがございまし

て、これがデータベースをつくって安全性情報の入手が消費、廃棄の方に当たるというデータだ

と思うんですけれども、現状で国がわかりやすい形で発信しているというのは、どういうもの、

どういう形で発信しているんでしょうか。  

○事務局 まず当省の取組みについて簡単に申し上げますと、国がこれまで行ってきた人健康関

係の毒性実験結果につきましては、すべてウェブページで、一部サマリーについては英語でも公

表させていただいているという状況でございます。  

 勿論、また事業者からのお申し出があれば、もともとの研究報告すべて公表させていただいて

いるという状況でございます。  

 また、他省庁におきまして、例えば経産省でありますとか環境省におきましても、得られたデ

ータについては、積極的に公開するようなデータベースを既に構築されているというところであ

りますけれども、更に現在、この３省が、協力して共通のデータベースの構築というものを進め

ておりまして、一部既に公表されているという状況でございます。  

 この３省が構築しているデータベースにおきまして、今後、既にもう一部やられてきておりま

すけれども、Ｊａｐａｎチャレンジで得られた情報であるとか、あるいはＯＥＣＤや諸外国で得

られた情報につきましても、必要なものにつきましては日本語に翻訳するなどして、日本国民に

対してわかりやすい形での情報提供を進めていきたいと考えております。  

○望月委員 それはホームページ、国のどこを見ればいいんですか。  

○事務局 各省のウェブからもリンクは張られておりますけれども、３省データベースという名

前で公表させていただいております。  

○望月委員 ありがとうございます。  

○渡邊部会長 とりあえずは委員の方の便宜に、どこにどういうデータベースがインタネットで

アプローチできるかというのを、ちょっとリストにして回していただけますでしょうか。よろし

くお願いします。  

 ほかに何か。土屋委員、どうぞ。  

○土屋委員 膨大な数の試験物質があるわけですが、それを効率よくするためにも、国際的にお

互いのデータを保管し合って、重なった無駄な試験をしないということが非常に重要だと思いま

す。低コスト化、それもまた試験のための時間とかいろんなことをロスしますので、それはどの

ように進んでいるのか、ちょっと具体的にある程度わかるところを教えていただければと思いま

す。  

○事務局 まず各国間における試験情報、試験結果の共有という点につきましては、ＯＥＣＤで

ＭＡＤと呼ばれておりますけれども、Mutual Acceptance of Data という取組みがずっと進めら

れてきておりまして、その内容ですけれども、ＯＥＣＤが定めた試験のプロトコルに従って、ま

たＧＬＰという試験施設の資格ですけれども、それを満たした試験機関で行われた試験結果につ
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いては、諸外国間においてそのデータを受け入れるということがなされておりますので、毒性情

報の交換という点においては、この枠組みに沿ってなされると考えております。  

 また、日本国内で安全性情報点検をしていく上に当たりましては、毎年毎年、例えば当省にお

いても試験を実施しておるわけですが、その前段階として諸外国に同じようなデータがないかと

いうことは必ず確認してから行っているという状況でありますし、また先ほど紹介させていただ

きましたＪａｐａｎチャレンジプログラムにおきましては、諸外国で情報収集する予定があるも

のにつきましては、これはそちらに基本的にはお任せをする。当然、日本が国際的な場で情報を

提供していくというものも中にはございますけれども、重複のないように進めているというとこ

ろでございます。  

○土屋委員 ありがとうございました。もう一つ、よろしいでしょうか。  

○渡邊部会長 どうぞ。  

○土屋委員 いわゆる従来は、化学物質というのは高分子のポリマーとか通常の普通の化学物質

とかあるんですが、この中には生産量とかそういったことで引っかかってこないのかどうか、よ

く私はわからないので教えていただきたいのですが、最近、ずっと前から問題になっていますア

スベスト類、いわゆるナノでなくても、そういう生体内に入ったこういう粒子。そういったもの

の扱いというのは一応この中では対象になっているということと考えてよろしいんでしょうか。 

○事務局 はい。化審法が対称にする物質は化学物質ということでございまして、何らかの形で

化学物質反応が起こったものという形になっております。  

 また、天然に存在しているようなものにつきましても、始めから天然に存在しているというこ

とでございますので、一部対象になっていないものがございます。  

 ナノマテリアルにつきましても、かなり多種多様なナノマテリアルがございますので、生産量

などいろいろな観点から、対象になるかならないかという判断基準はございますけれども、対象

になるもの、あるいはならないもの、存在している可能性はございます。  

そういう状況でございます。  

○渡邊部会長 アスベストははっきりしませんでしたが、そうすると入るわけですか。  

○事務局 アスベストは対象外になっていると思います。  

○土屋委員 といいますのは、無機系のものは対象外とお考えなんでしょうか。  

○事務局 そうですね。法律上、化学物質が対象ということで、その定義として、何らかの化学

反応したものとなっておりますので、化学反応をせずに初めから天然で得られている無機化学物

質については対象外になります。  

○土屋委員 その無機の部分でも反応させてつくるものはたくさんあるんですけれども、ナノ粒

子も高分子でいろいろな官能基を付けたり、フラーレン類などはそうなんですが、そういったも

のの毒性のスクリーニング自体をどう考えるのかということも、今後含めて考えるべきなのか。

あるいはそれはこの中にも入っていないとお考えなんでしょうか。  

○事務局 今、委員から御指摘ございました、例えばナノマテリアルでございますけれども、ま

さに近年、その開発が進められ、既に応用段階にきているという状況でございまして、このよう
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な新しい化学物質に対して、どのように今後、化審法がふさわしいのかどうかは検討の余地があ

るかもしれませんけれども、化審法の中でどう取り組んでいくべきかということについても議論

の対象になり得ると考えております。  

○渡邊部会長 人がつくったものとおっしゃいましたが、例えば有機水銀みたいなものはどうな

るのですか。  

○事務局 その場合は、化審法の対象になっていきます。  

○渡邊部会長 ということであります。討議は何を化審法の対象とするかしないかというのは、

また次回によく考えてこの検討の中で進めていけばいいと思いますので、土屋先生もどんどん提

案していただければと思います。  

○土屋委員 はい。  

○宮田委員 １つ質問させてください。この暴露という概念がなかなかわかりにくいと思うんで

すけれども、例えば、最近急速に進んでいるリサイクルという考え方があります。  

ここでは生産量を基準に少量とか多量ということで、間接的に暴露というもののジャンル分け

をしていますけれども、最近は少量をつくって何回も回すという可能性があって、そういう意味

ではサプライチェーン全体における暴露の頻度というのは、生産量で必ずしも定義できなくなっ

ている。それがサプライチェーンにおけるこういった環境評価の情報の共有も含めて、重要だと

いう認識が起こったという背景にあるのでしょうか。  

○事務局 まさに今、委員の御指摘のとおりだと考えておりまして、勿論、生産量というのは１

つのメルクマールになるというのは、世界的に見ても今でもそうなのかなと思う一方、その用途、

リサイクルされてしまうとか、もしくはいろんな多種多様な用途があろうかと思います。  

 当然、その用途に応じまして、環境への暴露量というのも異なってくると考えるのがむしろこ

れは自然でございますけれども、現状の化審法においては、例えば用途情報の把握と環境への放

出量を推定する上での用途情報の把握というものは、必ずしも完璧にといいますか、十分になさ

れていないという現実はあろうかと思います。そういう点で、このようなテーマが上がってきて

いると理解していただいて結構かと思います。  

○宮田委員 もう一つよろしいですか。実は国際性と国及び例えば民族性みたいな問題というの

も、多分ここで重要になってくると思うんですけれども、何でもかんでも国際基準に合わせて、

物質としての毒性というのはそれでよろしいかもしれませんけれども、環境の姿、あるいは人々

の生活の様式によって、実はその化学物質をどう使うかということで暴露とかいろいろな問題が

変わってくると思うんですけれども、国際性と国内独自の規制のバランスというんですか、在り

方というのはどういうふうに考えながら議論した方がよろしいんでしょうか。  

○山本室長 当然、この検討会の最大の目的は、化学物質による人の健康被害、これをできるだ

け最小化するにはどういうやり方が一番有効なのかということを御検討いただくということで

すので、例えば国内か国外かということに関係なく、人の健康を確保するにはどういうふうなや

り方がいいのかということをまず議論していただくということだろうと思います。  

 一方、その国際性という点からいうと、我々が今、御紹介しましたように、欧州などでもいろ
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んなところで進んでいますので、制度の見直しをするに当たっては、そういうところも十分参考

にしつつ検討していただくということが必要だろうと思いますし、化学物質などは世界的に流通

している製品もありますので、不必要な貿易障害にならないようなことというのも十分配慮しな

がら制度を考えていくということは必要だろうと思います。  

 ただ、まず最初に最優先していかなければいけないのは、特に日本人の健康を確保するために

はどういう手段が一番いいのかということを検討していただく。そういうことだろうと思います。 

○宮田委員 ただ、これはちょっと対象外ですけれども、カドミウム汚染の問題、もう既に我々

の水田地帯でもかなりカドミウムが高濃度に存在しているので、その国際基準を必ずしも当ては

められないとか、あるいは放射性同位元素に関しても、我々の降水量では非常にワッシュドアウ

トされてしまうのに、ネバダ砂漠ではまだ残っているとか、いろいろな環境の違いによって、同

じ物質でも安全性評価に差が出てくるだろうと思います。そこら辺も勘案して、しかし国際性を

追求しつつ議論するということになるんでしょうか。  

○渡邊部会長 国際的には、一応普通の集団と感受性の高いサブポピュレーションと分けて検討

するようになっていまして、基本的には感受性の高いサブポピュレーションにも無害な量という

のがアクセプタブルな量ということになっていますので、いろんな状態を考えて検討していくこ

とになると思います。  

○宮田委員 わかりました。それでクリアーになりました。  

○渡邊部会長 カドミウムは入るんですか。  

○事務局 単体は基本的には対象外になっております。  

○渡邊部会長 井上委員、どうぞ。  

○井上委員 マネージメントの話に入っていますので、化審法とＰＲＴＲ対象物質の位置関係な

どもちょっと御説明いただきたいと思います。  

○事務局 今、井上委員の方からＰＲＴＲ法ということがございましたので、資料３の最後のペ

ージにありますこの絵を見ていただければと思います。  

 ＰＲＴＲ法でございますけれども、８ページ目の絵の右下の大きく輪がある中に化管法とござ

いますけれども、ＰＲＴＲ法もしくは化管法などと呼ばれたりしております。  

化管法も化学物質の安全性を確保していく上で非常に重要な法律の１つでございまして、その

内容につきましては、対象となった化学物質に関して対象となった事業者がどれぐらい環境中に

排出をしているか、あるいは移動させているかというデータを国に届け出て、国がそれを公表し

ていくというようなものでございます。  

これは製造に対する規制をかけるであるとか、そういう規制ではないのですけれども、どれぐ

らい化学物質が具体的に環境中に放出されているかという情報を広く公表していくことによっ

て、化学物質の自主的な管理というものをどんどん進めていこうということを目的にしているも

のでございます。  

環境中への放出量という観点から申し上げれば、当然、化学物質審査規制法、この化審法は環

境経由での人健康あるいは環境への影響を見ていくという法律ですので、化管法で得られたデー
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タも適切に利用していくということは、当然重要になってくるだろうと考えられます。  

○渡邊部会長 化管法というのは、6 本の法律、廃棄物処理法まで関連してすべてをカバーして

いる、関わっているマスなんですね。。  

○事務局 この絵を描く上で重なっておりますけれども、必ずしも法律上明確にリンクを張られ

ているという意味ではございませんで、結果的に対象物質が重なっているものは当然ございます。 

 化管法は、その化管法の法律、目的に照らし合わせながら、当然化審法の対象物質になってい

るものであるとか、いろいろなジャンルで掲載されている化学物質の中から適切なものを抽出し、

その物質について義務を課しているという状況でございます。  

○渡邊部会長 いろんなところにオーバーラップがあるようですが、土屋委員、どうぞ。  

○土屋委員 環境への影響というところがございますが、そこは微生物、動植物いろいろあると

思うのですが、近年、盛んに報道されております地球温暖化ということがございまして、ある機

能を果たすために、例えば 10 グラム必要な化学物質を使う場合と、0.1 グラムで済むという化

学物質があると、より少ない量で地球温暖化に対して害さないような物質を進めるというふうな

対策も盛り込めればよろしいのではないかなと思うんですが、いかがでございますでしょうか。 

○事務局 資料３の７ページ目に一覧表を示させていただいておりますけれども、この中で例え

ば第一種監視化学物質という物質は、難分解性であり環境中で分解されにくいものであり、なお

かつ生体内で蓄積していくという非常に危険な性質を持っているものでございます。  

 こちらにつきましては、基本的には代替していくことがやはり望ましい。こういった物質が使

われること自体望ましくないと考えておりまして、これにつきましては、できるだけ代替を勧め

るようにということで指導はさせていただいている。特にまた、生産量についても詳細に確認さ

せていただいて、事業者にも指導などをしているという状況、代替に向けての取組みを促すよう

な指示などをさせていただいているというのが、化審法における１つの現状としてございます。 

○土屋委員 私、ちょっと温暖化に対してはよく存じ上げませんので教えていただきたいんです

けれども、この難分解性と高蓄積性という、そういう指標以外の何か適切なものがもし挙げられ

て、そういったものも加味して、より温暖化も防ぐような物質が世の中に回るようにすれば非常

にいいのではないかなと思います。それは、日本からも発信して、国際的にもやっていただきた

いと思うんですが、なかなか複雑で難しいかもしれません。  

○渡邊部会長 先生の御提案は省庁を超える大きな枠組みなので、是非そういう場をどこでどう

発信したら有効に働く。例えば、サミットの場とか、積み上げていければと思っております。多

分、事務方もそうだと思います。  

 ほかに何かございますでしょうか。豊田参考人、どうぞ。  

○豊田参考人 先ほど土屋先生が質問した件に関連するのですが、化学物質の安全性情報、特に

資料５の最後の図にございますハザード評価における化学物質の安全性に関するデータベース

の共有化ということについて質問したいと思います。土屋先生もおっしゃいましたとおり、この

ようなハザードデータを、１国で全て自らデータを取って推進するというのは、効率の面および

最近の動物愛護の観点より、非常に難しいと思われます。  
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そういった意味で、ＯＥＣＤがいろいろ音頭をとってこういうデータベースの共有化などに注

力していると思います。具体的には、ＯＥＣＤが「eChemPortal」というデータベース /サイト

で、リンクを張り、各国のデータベースを IUCLID５という端末でもってつないでいこうという

動きがございますけれども、あのような動きを見ていますと、化学物質の安全性情報の国際標準

化というのが非常に加速度的に進んでいると私どもも認識しております。その意味では、我が国

も「化学物質の安全性情報に関する情報基盤整備」という点について、やはり国ベースでより一

層推進していく必要があると思っておりまして、それについて厚労省のお考えをちょっとお聞き

したいと思います。  

○山本室長 既に何回かいろんな御意見が出たように、情報を共有化して、それを無駄なく使っ

ていくというのにそのデータベースを共有化していくというのは非常に重要なことだと思いま

す。特にそれを国際的な枠組みで今までいろんな事業をやられていますので、それを無駄なくや

っていくためには国際的なデータベースというか情報の共有化を進めていくということが我々

にとっても必要だろう。  

 国内に関していえば、化審法だけで見ても、厚生労働省だけではなくて環境省とか経済産業省、

３省共管して動いてまいりますので、現に先ほど御紹介しましたように、３省のデータベースを

広げていこうと進めているところでありますので、基本的にはこの３省で協力しながら、国内で

は無駄なく３省でもってデータを共有化していって、更に今後国際的に共有できるように進めて

いくということは課題だろうと考えております。  

○渡邊部会長 ほかにどなたかございますでしょうか。  

 有田委員、どうぞ。  

○有田委員 そのデータベース化なんですが、それはＪａｐａｎチャレンジプログラムの中で構

築していくみたいな形も考えているということを確認させていただいていいですか。  

○事務局 ３省データベースにつきましては、もう既に構築が進められていて、一部公表されて

いるものでございまして、この中にこの基盤を活用いたしまして、Ｊａｐａｎチャレンジで得ら

れたデータにつきましても公表を進めていきたい。もしくはＯＥＣＤなどで集められたデータに

つきましても、このチャンネルで公表していきたい。そのように考えております。  

○有田委員 公表はされていると思ってはいますが、なかなかＪａｐａｎチャレンジは進んでい

ないイメージがあります。ＧＨＳについても、国連勧告が出され、その後、一部は進んだような

感じはしますが、国際的な関連としたらどういう状況なのかよくわからないと思いますので、そ

こを確認させていただきたい。  

○事務局 まず、Ｊａｐａｎチャレンジプログラムでございますけれども、また本年、中間評価

ということがありまして、有田先生にはそちらの委員もお願いしておりますのでまた御意見いた

だければと思いますけれども、ようやく最初のいろんな準備段階もほぼ終わりまして、事業者か

らの最終的な報告書というものも幾つか挙がってきているという状況にございます。  

 その進捗状況につきましては、３省のデータベースから逐次、月に１回ぐらいのペースで公表

させていただいているという状況ですので、もうしばらくお待ちいただければ、これが目に見え
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る形になって出てくると考えていただいてよろしいのではないかと思います。  

 ＧＨＳにつきましては、一部国内においてもそれを法制度の中に盛り込んだ部分もございます

が、現状では事業者の方々のために参考になるようにということで、特にＭＳＤＳが義務づけら

れているような物質について、関係省庁連携の下に、試行的な分類表示をしてそれを公表させて

いただいているというところでして、今後どうしてもまだ不十分なところもあったという指摘も

聞こえてきておりますので、更にデータの精度を高めていくという方向で取り組んでいきたいと

考えております。  

○豊田参考人 Ｊａｐａｎチャレンジに関連してコメントをさせて戴きます。資料３の４ページ

目のところで先ほどのＪａｐａｎチャレンジの御説明があったと思います。（２）の２番目の黒

ポツのところに、日本における「1000 トン以上（製造）の物質（665 物質）」とございます。  

この中の 160 物質以外の物質のデータについては、各国お互いにいろいろと共有化できるわけ

ですから、残った 160 物質について、日本として、官民連携による化学物質の安全性点検を一生

懸命やりましょうということでＪａｐａｎチャレンジがスタートしたわけです。官民相互の努力

もあり、現在、その約半数が既にスポンサー登録されており、結果、日本の 1000 トン以上の物

質全体としては、海外とのデータ共有をあわせて、約 90％の情報共有が確実となり、ある程度

の形が整い、目途がついてきたと思っております。  

 このように、着々とＪａｐａｎチャレンジプログラムなどの取組みについては、構築、推進さ

れているのですが、今後の課題は、本プログラムを始め今後出てくる安全性評価データをいかに

国際共有化対応して、各国と効率よく情報交換をやっていくかという辺りと思います。この点に

関する情報の収集・発信に関する基盤整備が、我が国では、まだ進んでいませんので、その辺の

ところを、今後よろしくお願いしたいということでございます。  

○渡邊部会長 ここに出ているスポンサーというのは、どういう方が、どういう位置づけなので

すか。何と何をやる方がスポンサーなんですか。  

○豊田参考人 一般的には、製造している企業とか輸入している企業がスポンサーになっていま

す。  

○渡邊部会長 それでお金も出すわけですか。何か化学物質についての検査だけやるわけですか。 

○豊田参考人 実際の試験経費なども負担することになっています。  

○渡邊部会長 それプラスαも負担するのですか。  

○豊田参考人 プラスαといいますと。  

○渡邊部会長 つまり１件登録するのに、例えば 100 万円払いますとか、そういうスポンサーな

のですか。  

○豊田参考人 登録経費については、含まれていません。ただし、提出文書作成といった諸経費

も含めて協力するというところはあると思います。  

○渡邊部会長 そうすると、ほとんどのスポンサーというのは、すべて製造、その化学物質に関

連した会社がスポンサーなのですね。  

○豊田参考人 一番多いのはそういうところでございます。  
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○渡邊部会長 全く無関係な日経ＢＰみたいなところもスポンサーとか、そういうわけではない

のですね。  

○豊田参考人 そういうわけではありません。  

○渡邊部会長 わかりました。  

○宮田委員 それはあり得ないでしょうけれども、そのスポンサーが出したデータが公正かどう

かはどうやってチェックしたらいいんですか。  

○事務局 こちらにつきましては、ＯＥＣＤでも採用されている信頼性の基準に従って判断させ

ていただいております。１、２、３、４、４段階に分かれて判断されております。  

 １が先ほど申し上げましたような、ＯＥＣＤで定められたガイドラインにのっとって、なおか

つ適切なラボにおいて試験されて出されてきていたものというのが、信頼性１になります。  

 ２につきましては、そこから少し外れているものの、追加の、例えば動物試験をするというこ

とは、当然それは動物に犠牲を払うわけですから、そこまでせずとも出されたデータで十分に判

断できる。サイエンティフィックには判断可能であるというものは信頼性２になっておりまして、

それよりも信頼性のないものが３あるいは４と評価されております。  

 この考え方を取り入れまして、最低でも信頼性２以上のデータがあるかないかということにつ

いて、求めているデータの各項目を確認しているという状況でございます。  

○宮田委員 では、そのデータベースに公表される場合は、１か２かというのは表示されるとい

うことですか。  

○事務局 そのように考えていただいて結構です。  

○宮田委員 わかりました。  

○渡邊部会長 新規化学物質の審査は、海外でつくられたもので海外で実験したものは、日本は

そのままアクセプトできるのですか。またやり直しとかあるのですか。  

○事務局 先ほど申し上げましたとおり、基本的にはＭＡＤという枠組みの中で出されてきたデ

ータにつきましては、それは受け入れるというのは基本原則になります。  

ただ、そのデータをいかに使うか、すなわち受け入れはするんだけれども、最終的にそのデー

タによってそれぞれの法律が十分に判断できるかどうかというのは、また少し視点が違うことが

あり得ますので、追加の試験指示などを行うこともあり得ます。  

○豊田参考人 今の渡邊先生のお話と先ほど話題になった化学物質の安全性情報の国際共有化

対応をからめて意見を述べたいと思います。日本の場合、特に化審法における当該安全性情報は、

純品ベースのデータになっております。一方、国際的には、有り姿ベースのデータであり、いわ

ゆる工業的につくった製品そのもののハザード評価を行ってデータを得ています。その点で、化

審法の新規化学物質において、純品ベースを採用している日本は、かなり独特でありますので、

日本でとったデータがすべて海外各国と互換性があり、共有化が容易かというと、なかなか、そ

う簡単ではありません。そういう障壁も現在はございまして、今後解決すべき点と思われます。 

○渡邊部会長 そうすると、Ｊａｐａｎチャレンジプログラムのデータベースは、日本語なので

すか。英語なんですか。両方ですか。  
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○豊田参考人 国内では、一応日本語でございます。それを例えば先ほど述べましたＯＥＣＤの

eChemPortal などにつなごうということになりますと、一度英語に翻訳した上で、それを

IUCLID５という端末でインプットしてやらなければいけないということになります。  

○渡邊部会長 ランゲージバリアがあるから結構大変ですね。  

○豊田参考人 はい。ですから、その辺の基盤整備をできるだけ前広にやらなければいけないの

ではないかと思います。  

○宮田委員 もう一ついいですか。今ちょっと混乱してしまったんですけれども、純品ベースで

はなくて、工場出荷のベースだとすると、同じ化学物質でもいろんな規格があるわけですね。ピ

ューリティや何かに関して。そうすると、それごとにとるということなんですか。  

○豊田参考人 ＲＥＡＣＨでは、主成分（80％以上）を定義し、1 物質 /1 登録ということにして

いますが、物質の同一性の定義を各国間で、整合性の観点よりどういうふうにするかというのも

今後の課題と思います。  

○宮田委員 多分そこが一番重要になりますね。そちらに過大な負担がかかってしまう。  

○豊田参考人 ＲＥＡＣＨでは、その辺をうまく同じ物質という一くくりでもって企業にコンソ

ーシアムを組ますと言っていますけれども、そういうシステムがうまく機能できるのかどうかと

いう点が今後の課題ではないかと思います。  

○渡邊部会長 ほかにどなたか。  

○土屋委員 １トン、10 トンという切り分けでございますが、これは国際的な切り分けに従っ

た、あるいは根拠がおありだったのか。私が聞くのも申し訳ないんですがね。  

もう一つは、１事業所当たりの生産高ということですから、例えば１トンと 10 トンで、１ト

ンで 10 事業所できれば、総量として環境中には同じようなことになるわけですけれども、その

１事業所という定義というのは、大企業でもあるいはベンチャーでも同じ扱いなんでしょうか。 

○事務局 まず、その１事業所当たりということでございますけれども、諸外国においては、そ

のような方向で審査がなされているところでありますけれども、現状の日本国内、現状の化審法

におきましては、日本国内における総量が１トン未満あるいは 10 トン未満ということにさせて

いただいておりますので、例えば 10 の事業者が同じ化学物質をつくっているということになり

ますと、その総量が１トンあるいは 10 トン未満になるような形で運用させていただいておりま

す。  

 また、その１トンという仕切りでございますけれども、今、手元には詳細なデータがございま

せんが、ほかの国でも１トンというのは１つの目安になっているということはありますけれども、

例えば１トン有害な物質がある地域において放出されたとしても、それが環境経由ということで

あれば、人や動植物に対して重大な影響が早々出ないだろう。そういう１つの基準として１トン

という判断をしたと聞いております。  

 実際には、その１トンを製造されましても、そのまま全部が環境中に放出されるということは

そうそうございませんので、そういうワーストシナリオを考えた場合においても、そうそう大き

な被害は起こらないだろうという前提の下に１トンという値を決めたと聞いております。  

 24



○土屋委員 どうも済みません。ありがとうございました。  

○渡邊部会長 西島委員、どうぞ。  

○西島委員 ＰＲＴＲ法なんですけれども、これはまだ施行されて時間がそれほど経っていない

と思うんですが、質問なんですが、ここで今までに集まってきたこれに基づくデータ、こういっ

たものが現在どのように活用されているのかということについて何かわかりましたら教えてく

ださい。  

○事務局 事業者から届け出されたデータにつきましては、国の方でそれをとりまとめまして、

ウェブページで公表させていただいているという状況でございます。  

 ですので、気軽に、比較的入手可能な状況になっていると考えていただいてよろしいかと思い

ます。  

○西島委員 これは今後ハザードの評価において当然どこかでいろいろ使われていくというこ

とでよろしいんでしょうか。  

○事務局 はい。今後、化審法におきましても、このリスクという考え方を導入していくという

ことでありまして、当然どれぐらい環境中に化学物質が存在しているかということは非常に重要

になってくるところでございますが、この化管法によって得られるデータというのは非常に貴重

なソースの１つになると考えております。  

○渡邊部会長 井上委員、何かございましたか。  

○井上委員 私のはコメントなんですけれども、先ほど宮田先生が御質問になった化学物質とし

ての性質と製品ベースの問題ですけれども、お話を伺っていてちょっと感じたことがあるんです。 

 私は今はやっておりませんが、以前、化審法の審査に直接関わらせていただいていた時期があ

りまして、事務局、おっしゃりにくくて御説明にならなかったんだろうと思いますけれども、こ

の化審法というのは世界に先駆けて日本がつくり上げた、御承知のとおり大変貴重な法律として

スタートした環境問題に関する誇りとすべきものと考えております。  

それが欧米でもその後、だんだんいろいろな法整備ができて、最近は殊にＲＥＡＣＨとの関係

などが出てきたということでして、これまでのディスハーモナイゼーションというか、その辺の

ところは工業会はいろいろ御努力になったと思うんですけれども、純品ベースでもって審査をし

てきたことは非常によかったと思っております。  

○渡邊部会長 どうもありがとうございました。  

井口委員、何かございますか。  

○井口委員 私、保健所というのは、本当に第一線の目に見えることということを対象にしてい

るんですけれども、今日は急速にこういう化学物質などの研究というのが国際的にどんどん行わ

れているということはよくわかりました。  

 私ども、特に食べ物の農薬問題というのが保健所などにはいろいろと苦情とか不安というのが

入ってきます。他の外国ではここまでの基準でいいのに、日本では非常に厳しいポジティブリス

ト制度とか、そういうものがつくられて大変厳しくなってきて、外国ではＯＫなのに日本ではだ

めなんだということで、保健所レベルですと流通禁止、流通停止とか廃棄というようなことで非
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常にたくさんの食品を捨ててしまう命令を私たちは出すんですが、果たして食品のカロリーベー

スで６割を外国に頼っているこの国で、これがいいことなのかどうかというのは、いつも非常に

激しく悩みながら、そういう停止命令を出しているんです。  

 この化学物質につきましても、非常に長い歴史、人間が便利によりいいものをというところか

ら出てきたものもたくさんあるのではないかと、私は最近非常に思っているんです。  

 昔は出なかったような化学物質が、ある意味では人間が楽をするためにつくってきた部分もあ

るのかなと思っているのが、末端の行政の率直な意見でございます。  

 これからどんどん厳しくなってきて、日本も化学物質に対して安全性というのは当然問われて

くるのは当たり前のことなんですが、安全性ということと安心ということが、今、一緒になって

言われているんですが、安全性と気分的な安心を求めるために非常にいろんな無駄が出ているの

ではないかというのが、実は私のシンプルな感想なんです。  

 そこら辺のところも、実際国のレベルで安全だという基準と気分的な安心感というのが、いつ

も一緒に考えられた方がいいのか、あるいはそうでなくて安全と安心というのは、時にはやはり

分離した方がいいのかという、そういうふうな感想も最近非常に感じているところなんでござい

ます。外れた考え方かもしれませんけれども、ちょっとそういうふうな感じも持っております。 

○渡邊部会長 どうもありがとうございます。安全・安心はとても大事ですね。リスクエバリュ

エーションからいいますと、危険なゾーン、全く安全なゾーン、多少灰色のゾーンはいつもある

のですが、消費者の方は安心という立場からいきますと、この灰色の一番下のところがいつも問

題になってきますので、これは是非検討したい課題だと思います。  

 吉川委員、何かございますでしょうか。  

○吉川委員 本日の話題は、私は専門外でわからなかったんですけれども、先ほど井口先生が言

われたことで申し上げます。やはり先ほど農薬のポジティブ制度もそうだと思うんですけれども、

変えたことの理由とか背景をきちんと説明していないので、厳しくなったとか、何かでできなく

なったということになってしまいがちだと思います。このたび制度を変えるに当たっては、変え

た趣旨がよくわかるように最後の報告の中で簡単でいいのでレジュメがあるといいと思います。 

○渡邊部会長 どうもありがとうございます。やはり一般の方というか、国民全体にわかりやす

い形で発信していきませんと、何のサポートも得られないということになりますので、是非それ

は心がけていきたいと思います。  

 国際化というのはとても大事な課題だと思いますが、先ほどＴＳＣＡとＲＥＡＣＨについては

詳しく御説明いただきましたが、例えば中国とか韓国とかＡＳＥＡＮ諸国はどうなっているんで

すか。その方が日本にとって、むしろ影響が大きいかもしれません。  

○事務局 実は環境省の主導でございますけれども、日本、中国及び韓国の３か国の化学物質に

関係する行政官あるいは関係する事業者の方々にお集まりいただいて意見交換というものを昨

年始めているという状況にあります。  

 その中で、まず３か国がやろうとしておりますのが、それぞれが持っている法律、規則などを

交換しましょうということでして、これはもうウェブベース、ウェブ上に載っているという状況
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になっております。  

 すなわち、逆に申し上げれば、韓国においても、中国においても、そういう化学物質関係の法

律ができておりますので、そういった国々と連携をとりながら、あるいは更に視野を広く持って、

アジアという点においてもやはり視野に入れて、今後の日本の発信方法というものを考えていく

必要性は当然あるんだろうと考えております。  

○渡邊部会長 それは是非、発展途上国も含めて、ハーモナイゼーションできちんとしていきた

い話ですね。  

 ほかにどなたかございますでしょうか。望月委員、どうぞ。  

○望月委員 資料３の８ページの「化学物質の管理に係る関係法令」で、いろいろな急性毒性、

長期毒性ということで、これだけの法律があるわけであります。例えば労働安全衛生法というの

は、これは既に関係する化合物１万物質を超えて、変異原性試験がやられて結果が出ていると思

うんです。  

そういうものと化審法でのＯＥＣＤプロトコルにも則った試験と多少違うようですけれども、

例えば、１つの化学物質でずっと横に全部見られるようなデータベースというのは、将来的には、

できたら非常に役立つと思うんです。それと同時にデータ自身がネガティブのデータも非常に大

切なので、そういうのはきっちりとどこかに残っているということがないと、非常にもったいな

い。  

私もちょっとこの審査に関与しているんですけれども、そのままなくなってしまって非常にも

ったいないデータがたくさんあります。是非そういうのを将来的には１つの化学物質で全部のデ

ータが見られるものをつくっていただけるとありがたいと思うんですけれども、いかがでしょう

か。  

○山本室長 今日のこの部会の方は主に今までお話ししましたように、化学物質審査規制法のこ

とが中心の議論になるわけですけれども、御紹介しましたように、化学物質に関していろんな観

点からさまざまな法律が、所管の官庁も違いますしいろいろありますけれども、よって立つ科学

的な根拠になる資料というのはできるだけ共有化して迅速に対応ができるようにしていくとい

うのは当然必要だと思いますので、今からすぐにできるというわけにいかないと思いますけれど

も、そういうものを共有化していくためにはどういうことが工夫できるかということも、この場

でもし議論していけるのであれば、議論していければと思います。  

○望月委員 厚生労働省がやはり中心になってまとめるべきかと私は思うので、是非よろしくお

願いいたします。  

○宮田委員 多分、今、ウェブ上での検索エンジンのテクノロジーが物すごく進化していますの

で、そのデータのフォーマットです。例えば結果だけではなくて、どういうアッセイ系を使って

やったのかとか、関連のペーパーは何なのかというリンクをつくるハイパーテキストの構造をう

まくつくっておけば、各省庁が持ち寄りましょうというと 10 年経ってもできませんから、個々

のウェブでの発表のフォーマット、必要事項というものをきちっと共通認識を持っていただけれ

ば、それは政府が動かなくても検索エンジンで多分できてしまう可能性があるので、先ほどから
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も皆さん議論していましたけれども、ウェブでの公表の方法というのがすごく重要になると思い

ます。  

○渡邊部会長 この辺りは、御経験が豊富な宮田委員に頑張っていただいて、何か考えるといい

ですね。  

豊田参考人、どうぞ。  

○豊田参考人 今後の化学物質管理に関しまして一言申し上げたいと思います。化学物質管理に

つきましては、御存知のとおり、その管理領域がサプライチェーンにわたるとか、本日の議論に

なっていますリスクベースの一層の管理の推進とか、そういったことにより、ますますその管理

領域が拡大しております。  

 一方でまた、化学物質管理に対する要請・関心の多様化もあり、それらを勘案すると、今後の

化学物質管理の在るべき姿を考えた場合、単なる規制強化では立ち行かなくなっているのではな

いかなと思います。ついては、リスクベース管理の一層の推進に際しましては、一律の規制では

なく、規制と自主管理の適切な組み合わせをベースに産業競争力の確保もしつつ、官民において

適切な役割分担の下、対象物質に関する優先順位も明確にした上で、そのリスクベース管理を効

率的に推進していくことが、ポイントではないかと思いますので、この点の配慮をよろしくお願

いしたいと思います。  

○渡邊部会長 土屋委員、何かありますか。  

○土屋委員 済みません。私、医療機器の方も担当しておりまして、日本初の例えば医療機器、

医療材料を開発する上で、その原材料メーカーがなかなか材料を出していただけないということ

がございまして、やはり患者さんを救うためにこれがあったらという場合の、先ほど言われた過

剰な安全性のためにいい医療用具が開発されてこない。  

そういったことも考慮して、国民全体として世界全体が環境的にも健康、福祉の面でも問題に

ならないような法改正等を考えていただきたいと思います。  

○渡邊部会長 有田委員、どうぞ。  

○有田委員 過剰な安全を追求するつもりはないですが、リスクコミュニケーションは吉川先生

が御専門なんですが・・・、リスクという考え方を消費者団体も十分学習してきておりまして、

ゼロリスクということはあり得ないとは思っています。現在様々な問題があるために、国に対し

て、安全に関する信頼性が、はっきり言えばないわけです。  

そういう中で、過剰な安全ではなく、国民の安全というか健康を守るためにということが前面

に出された上で今回の見直しがされることが重要で、事業者間の競争力を落とすということでは

ないけれども、国民の安全を追求するための法律だということがわかるような形で進めていただ

きたいです。事業者ためだけを考えたという感じで進めていただきたくない。豊田さんはお立場

上一言おっしゃらないといけないとは思うんですが、国際的な競争力を落とさないためだけに何

か法律が骨抜きにになったという風に見られないように進めていただきたい。  

また消費者団体も、リスクという観点では理解しながら行ってきています。ＰＲＴＲ制度につ

いてもリスクという観点で各事業者のところのそれぞれのサイトがどういうふうに地域住民と
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コミュニケーションしながら安全を確保しているかということについても、そのデータを利用し

ながら理解を進めています。そういうことも是非、次回のこの会議で各省庁の資料なども出して

いただけると良いと思います。御存じでないところも含めて、いろいろ理解していただけるので

はないかなと思いますので、よろしくお願いいたします。  

○渡邊部会長 そうですね。これは是非、事務局にお願いしたいと思います。  

 先ほど望月先生のおっしゃった、これは害がないという物質のデータベースは多くないですね。 

○望月委員 はい。私はそう思うんです。  

○渡邊部会長 例えば、製薬会社などにとっても、薬品開発のときに随分参考になると思います

し、医療器具の方もそうだと思います。それも範疇かどうかわかりませんが、是非どこかで検討

してみることにしましょう。  

 宮田委員、どうぞ。  

○宮田委員 害のない物質はあるんですか。例えば、インターフェロン。  

○渡邊部会長 それはあります。例えば、炭素など。普通の小さい油。食品に使っているものは

ほとんどまず原則害がありません。  

○宮田委員 ただ、量的概念を考えないと、害がないということはあり得ないのではないですか。

インターフェロンというものの安全性を一度やる試験を見たことがありますけれども、インター

フェロン自体に安全性は余り問題がなかったんですが、血管に詰まるまで投与量を上げて、マキ

シマム・トレーランスドーズみたいのをわざとつくっているような状況があって。  

○渡邊部会長 ですから、それはすべての物質に当然上限値と下限値がありますでしょう。  

○宮田委員 私たちが議論するのは余り大ざっぱにやってはいけなくて、害がないとか害がある

という事件は、必ず量的な概念と、我々が使う日常使用量との関係を見ながら概念を入れないと

いけないので、そこら辺も入れた上で、少しまともなデータベースをやはりつくっていくという

のが、国民の理解のためだと思います。  

○渡邊部会長 それはそうですね。リスクについていわゆる量の概念を抜いた安全性という話は

あり得ないわけですから。  

○宮田委員 ただ『発掘！あるある大事典』とか今の健康問題の話をしていると、量概念がすぽ

っと抜けているんです。ですから、そういう意味では。  

○渡邊部会長 それはバラエティ番組なので。  

○宮田委員 いやいやそれだけではなくて、やはり国民理解を促進する上でも、安全性における

量の概念というのをもう一度普及、啓蒙、啓発する必要があるというのを申し上げたかったんで

す。  

○渡邊部会長 その意味で、マスメディアの影響はすごく大きいと思うのです。ですから、先生

にお願い、期待するところがとても大きいのであります。  

○宮田委員 ただ、現データとしてしっかりしたものが欲しいということです。  

○渡邊部会長 それはそうですね。是非その観点から見直してみましょう。  

 御議論も大体出たようでありますので、これを今の議論を踏まえて、事務局の方で次回に向け
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ての資料作成をお願いしたいと思います。  

 次の議題は「（３）専門委員会の設置について」です。これについて事務局の方から御提案を

お願いします。  

○事務局 それでは、資料６に沿って説明させていただきたいと思います。「化学物質審査規制

制度の見直しに関する専門委員会の設置について（案）」でございます。  

先ほど説明させていただきました当部会の運営細則におきまして決められておりましたけれ

ども、まず「１．設置」でございますが、当部会の下に化学物質審査規制制度の見直しに関する

専門委員会を設置するとさせていただいております。  

 「２．専門委員会の構成」につきましては、化学物質の評価、管理等に関し、学識経験を有す

るものとして、部会長が指名する者により構成するとさせていただいております。  

 また「３．専門委員会の検討事項」でございますけれども、専門委員会は化学物質の審査及び

製造等の規制の見直しに係る専門的事項について調査審議を行うものとする。なお、更に詳細な

検討を効率よく行うため、専門委員会の委員の中から委員長が指名する者により構成されるワー

キンググループを設置し、検討できるものとするとさせていただいております。  

 「４．その他」でございますが、化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律は、経産省及

び環境省と共同で所管していることから、本委員会と両省の関係委員会を合同で開催するなど、

連携を図りつつ議論を進めるものとする。そのほか、必要な事項につきましては、部会長あるい

は専門委員会委員長が定めることとさせていただきたいと考えております。  

 以上です。  

○渡邊部会長 これに何か疑義、質問等ございますでしょうか。特にないようでしたら、これは

私の方に一任させていただいて、厚生労働省の方と相談して決めさせていただきたいと思います。 

 基本的にはトキシコロジー、エピデミオロジー、それぞれの専門家をカバーしたいと思ってお

ります。よろしくお願いします。  

 では、最後に日程的なものになりますでしょうか。議題「（４）検討スケジュールについて」

事務局から御説明をお願いします。  

○事務局 それでは、資料７「検討スケジュール（案）」に基づきまして説明させていただきた

いと思います。まず第１回化学物質制度改正検討部会、これは本日ございますが、これまで御議

論いただいたとおりでございます。  

 今後、化学物質審査規制制度の見直しに関する専門委員会、今、設置を認めていただいたとこ

ろでございますけれども、これを他省庁の関係する委員会と合同で３回程度開催して報告書の案

を作成していきたいと考えております。  

 その際、より専門的な議論を集中的に行うため、３省の関係委員会委員から構成されるワーキ

ンググループを形成いたしまして、これは予定でございますが４回程度開催しようと予定してお

ります。  

 報告書案がとりまとまった段階で、改めて先生方にお集まりいただきまして、第２回の検討部

会を開催したいと思います。そこで出てきた報告書案について議論していただければと思います
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が、専門委員会などにおける議論につきましては、逐次、御報告させていただきたいと考えてお

ります。  

 第２回の後、パブリック・コメントを行いまして意見を募集し、本年の秋ぐらいを目途に報告

書をとりまとめさせていただきたいと考えております。  

 以上です。  

○渡邊部会長 何か御意見、質問はございますでしょうか。できるだけ縦割りにならないように、

関連した部分をできるだけきちっと有機的に見られるような形でまとめていただきたいと思っ

ております。専門委員会及びその下にワーキンググループをつくって、そういうような観点から

検討をお願いしたいと思っております。  

 特に御質問がないようでしたら、専門委員会の設置もお認めいただけるということでお願いし

たいと思います。  

 では、これですべての議事が終了いたしましたが、その他、事務局から何かございますでしょ

うか。  

○山本室長 ありがとうございました。本日の部会でもって、この専門委員会の設置もお認めい

ただきました。それから今後のスケジュールについても御了解いただいたということで、本日、

いろいろ御議論いただいたことを踏まえながら、今後、御紹介したような検討課題についてこの

検討を進めていきたいと考えております。  

 次回のこの部会の日程につきましては、この専門委員会、ワーキンググループでの検討状況を

踏まえて、日程の調整を改めてさせていただきたいと思いますのでよろしくお願いいたします。 

 以上でございます。  

○渡邊部会長 では、今日の会はこれで終わりにさせていただきたいと思います。どうもありが

とうございました。  
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